
 

公表用

７ １



１ 適用範囲 

土木工事標準積算基準書内の「国土交通省直轄」及び「各地方整備局及び北海道開

発局」を「宮城県」に読み替える。 

 

２ 基準の適用 

工事費の積算における基準は、公告日又は指名通知日の前月の積算基準を適用する。 

なお、WTO案件工事請負契約の場合は、公告日又は指名通知日の前々月の積算基準

を適用する。 

 

３ 材料費 

価格は、公告日又は指名通知日の前月の設計単価とする。 

なお、WTO案件工事請負契約の場合は、公告日又は指名通知日の前々月の設計単価

とする。 

設計単価は、「土木部標準単価決定要領」によるものとする。 

 

４ 歩掛 

見積の場合は、「見積徴収基準」によるものとする。 

 

５ 端数処理 

工事価格は，1,000円単位とする。工事価格の1,000円単位での調整は，一般管理

費等で行うものとし，「第Ⅰ編第３章一般管理費等及び消費税等相当額①一般管理

費等」で算出された一般管理費等の計算額より，端数処理前の工事価格の1,000円未

満の金額を除いた額を計上する。 

 

６ 施工箇所が点在する工事の積算について 

施工箇所が複数あり，施工箇所が100ｍ程度を超えて点在する工事を対象とする。 

なお，通年維持工事等，当初契約において工事場所を範囲で指定する工事は除

く。 

ただし，これにより難い場合は個別に考慮できる。 

 

７ 総価契約単価合意方式について 

「総価契約単価合意方式」は適用しない。 

 

 

 

 

 



８ 設計変更について 

 
 




